
厚生労働科学研究費補助金 障害者政策総合研究事業（精神障害分野） 
「摂食障害の診療体制整備に関する研究」 

分担研究報告書 
 

精神科病院における診療体制の明確化に関する研究 

 
分担研究者 竹林 淳和 浜松医科大学 精神医学講座 講師 

研究協力者  栗田 大輔 浜松医科大学 精神医学講座 助教 

 

研究要旨 

神経性やせ症(AN)はエビデンスの確立された治療法に乏しく、しばしば高度な身体合併症

を有する。そのため、我が国の精神病床の大半を占める単科精神病院では ANの入院治療は

ほとんど行われていない。その結果、患者は遠方の医療機関受診を余儀なくされている。浜

松医科大学精神科では独自に作成した AN身体治療プログラムを導入したことにより、身体

合併症の頻度が大幅に減少した。当施設の治療プログラムを他施設の精神科治療スタッフに

周知することにより単科精神病院を含めた多くの医療機関で ANの入院治療が可能になると

考えられた。静岡県内の精神科有床総合病院 3施設と単科精神科病院 3施設で摂食障害診療に

関する研修会を行ない、研修会の前後での ANの入院患者数について比較検討した。過去に

治療経験のない単科精神病院において、研修前の 1年間と研修後の 2年間において、ANの

入院患者数が増加した。 

Ａ．研究目的 

神経性やせ症(AN)はエビデンスの確立され

た治療法に乏しく、しばしば高度な身体合併

症を有する。そのため、その入院治療は総合

病院の精神科に集中してきた。平成26年現在、

本邦の精神科病床全体に対する総合病院精神

科病床の割合は 25％に過ぎない（病床数－医

療施設調査）。しかし、身体状態の悪化した低

体重のAN患者は総合病院精神科に集中する

ため、遠方の病院に受診せざるを得ず、かつ、

入院治療開始までの期間が非常に長い。 

浜松医科大学医学部附属病院（以下、当院）

精神科では、平成 22年にANに特化した身体

治療プログラムを開発した。これにより、AN

の治療中の合併症が大きく減少した。本プロ

グラムにより、これまで治療経験のない単科

精神病院においてもANの入院治療を行うこ

とが可能と考えた。本研究では、治療経験の

異なる総合病院、単科病院の精神科に本AN

身体治療プログラムを導入し、その前後での

AN入院治療患者数の変化について検討する。 

 

Ｂ．研究方法 



本研究は、過去にANの入院診療実績のあ

る静岡県内の精神科有床総合病院 3施設（菊

川市立総合病院、聖隷三方原病院、浜松医科

大学附属病院）と単科精神科病院で過去にAN

の入院診療実績のある静岡県立こころの医療

センター、および、ANの入院診療実績に乏し

い単科精神科病院 2施設（沼津中央病院、好

生会 三方原病院）において調査を行った。対

象期間は平成 26年 4月から平成 28年 12月

までとした。 

平成 27年 4月から同年 12月までに摂食障

害の診療および入院治療について、菊川市立

総合病院、聖隷三方原病院、静岡県立こころ

の医療センター、沼津中央病院、好生会 三方

原病院の 5病院において研修会を実施した。

研修会では医師、看護師、心理士、管理栄養

士、精神保健福祉士、作業療法士を対象に摂

食障害の概説およびAN身体治療プログラム

の運用方法について説明した。 

また、平成 27年 7月 1日より、浜松医科大

学附属病院、菊川市立総合病院、聖隷三方原

病院、静岡県立こころの医療センター、沼津

中央病院、好生会 三方原病院静岡県内の 6病

院が参加する静岡県の摂食障害の医療連携体

制を構築した。本医療連携体制において、単

科精神科病院では主として body mass index 

(BMI) 14以上、かつ重篤な身体合併症のない

入院患者を受け入れ、精神科有床総合病院で

は主としてBMI 14未満および重篤な身体合

併症のある入院患者を受け入れる。入院治療

では前述の共通のAN身体治療プログラムを

施行し、BMIに応じて施設間で入院患者の転

送を行う。 

上記 6施設におけるプログラム導入および

医療連携体制導入前後でのANの入院治療患

者数の変化を比較検討した。 

（倫理面への配慮）  

本研究を実施に際して、被験者の個人情報

については漏えい等による不利益の無いよう

に十分配慮して行われた。 

 

Ｃ．研究結果 

 研修会を行なう前の平成26年4月から平成

27年3月の1年間とその後の2年間における

各医療機関における入院治療患者数を表 1

に示した。なお、平成 28年 4月から 12月

までの 9ヶ月間の総計である。 

 6病院を「精神科有床総合病院」の 3病

院と「精神科単科病院」の 3病院の 2グル

ープに分け、ANの入院患者数の変化を年

度毎に反復測定分散分析で検討した結果、2

つのグループと年度の間で有意な交互作用



は見られなかった。また、6病院を「ANの

入院診療実績のある病院」4病院と、「AN

の入院診療実績に乏しい単科精神科病院」2

病院の 2つのグループに分け、同様にANの

入院患者数の変化を年度毎に反復測定分散

分析で検討した結果、2つのグループと年

度の間で有意な交互作用は見られなかった。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、AN入院治療プログラムの導

入と医療機関の連携体制の構築による各医療

機関の患者分布についての有意な変化は見

られなかった。これは、本研究の調査期間が

短く、新たに AN入院治療を始めた医療機関

で ANの入院治療にまだ十分に習熟していな

いためかもしれない。静岡県の AN医療連携

体制において、精神科単科病院でのAN入院

患者の受け入れがBMI 14以上に限定されて

いるが、医師や医療スタッフの治療への習熟

により、より低体重の AN患者の受け入れも可

能になると考えられ、精神科単科病院におい

てANの入院患者数はさらに増えると考えられ

る。 

本研究では各病院での AN患者の入院治

療における精神・身体症状の改善度や、治療

の達成度、予後の調査は行えなかった。今後

は、さらにこれらの調査を行うことで、精神科単

科病院での治療の可能性が示されると考えら

れる。 

 

Ｅ．結論 

身体治療プログラムを導入することで従来

困難と考えられてきた単科精神病院でのAN

の入院診療が可能であることが示された。単

科精神病院がANの診療を行うことで、総合

病院に集中しているAN患者がより早期に重

症化することなく治療を受けることが可能と

なると考えられる。 

 AN入院治療プログラムの導入と医療機関

間の連携により、過去に治療経験のない単科

精神科病院でも ANの入院治療を継続的に

行うことが可能となった。本研究では、AN入

院治療プログラムの導入と医療機関間の連携

による各医療機関における AN入院患者数の

変化については有意な差は示されなかったが、

より多くの精神科単科病院で本 AN入院治療

プログラムを導入することにより、総合病院精

神科に ANの入院患者が集中しない医療連

携体制の構築が可能となると考えられる。 
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